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琉球大学教育学部教育実践研究指導センター紀要第４号1996年11月

教員１人当り生徒数の国際比較

高良倉成＊

(1996年９月30日受理）

教員１人当たり生徒数を国際比較し，その大小に関連すると考えられる他の指標との対応関係を整

理したうえで，日本における教員需給への含意を考察する。教員数の動向を左右するのは，就学率の

変化と，就学年齢人口の変化率と，教員１人当たり生徒数の変化であるが，日本の場合にはもっぱら

教員１人当たり生徒数のみが関連することをデータ比較で確認する。そして，教員需要の増大のため

には教員１人当たり生徒数が低下しなければならないし，日本にはその現実的可能性があることを示

す。しかし，当面の教員需要増大が可能であるとしても，より中長期的には供給抑制の方向での教員

供給体制の側の再編が不可避になることを結論づける。

はじめに

本稿は，何らかの「教育実践」上の話題を紹

介したり事例研究をするということからはだい

ぶかけ離れている。また他方で，何らかの社会

科学上の課題と関連づけて教育問題を実証的に

考察することをねらっているわけでもない。経

済学的な論脈でしばしばなされる教育関連分析

として，「人的資本」という仮想概念のもとに，

教育費支出とその期待収益率との「合理的」関

係が強調されたりするが，本稿はそのような発

想とも無縁である。

ここでの目的は，世界各国における教員１人

当り生徒数はどのくらいか，その高低は地域別

あるいは所得階層別に諸国群を分類したときに

どのような特徴を示すか，等について大まかに

スケッチすることによって，教員需給の動向を

考える参考材料を整理することにある。とりあ

えず，教育実践とは直接関係はないが，しかし

教員１人当り生徒数の動向は教育実践の制度的

土台に関わるものであり，教育実践の環境要因

についての予備的考察という程度の意味はある

や

つｏ

［１］基礎指標

データの直接の出典は世界銀行（世銀）が編

集・発行したデータベースである。ただし，そ

こに掲載されている個々の指標ごとのデータは

必ずしも世銀が編集したものではない。たとえ

ば「教員１人当り生徒数」はUNESCOが編集

したものの再録であり，人口関連データは国連

の人口プログラムによる推計値が活用されたり

している。さらに，それぞれの指標の各国値は

各国政府が当該指標を集計している国際機関に

報告した各国政府報告値を基礎にしていろ。そ

れゆえ，一応共通の分類基準や集計方法にもと

づいているとはいえ，各国値の整合性や一貫性

は必ずしも十分ではない。たとえば，「教員」

としてカウントされるのが公立学校教員のみで

あるのかそれとも私立学校教員も含めるのか，

代用教員や補助教員を含めるか否か，等々につ

いてすべての国が共通の基準でデータを集計し

たという保証はない。
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～2000年の推計値，そして教員１人当り生徒数

である。

以上の各国値を個別に逐一比較することは，

不可能に近いうえに無意味である．何らかのグ

ルーピングをせねばならない。宗教上の教義が

強く貫徹している国の場合にはそれに応じて，

たとえばイスラム系諸国とか儒教文化圏諸国と

か分類できるかもしれない。また，かって植民

地支配をした諸国と植民地支配を受けた諸国と

いう分類もありうるかもしれない。そのような

分類が多くの諸国に関して可能であれば，付表

の右欄に分類項目を追加すればよい。しかしカ

バーしうる国の数はかなり減るであろう。広範

な諸国をカバーする分類基準として無難なのは，

付表に示した所得階層別分類と地域別分類であ

る。以下，その２つの分類に応じて再集計しよ

う。

そのような細部の限界があり，数値のわずか

な差について云々することは無意味であるとは

いえ，国際比較上の大まかなパターンを析出す

るには使えるであろう。以下でも細部にはこだ

わらず，あくまで大まかなパターンをスケッチ

する。

基礎指標は「付表」に掲げた。掲げてある国

の数は，主権国家とはいえないものも含めて全

部で208ケ国である。各国が所得階層別分類お

よび地域別分類でどれに相当するかを右欄に示

してある。所得階層別分類では，OECD諸国21,

非OECD高所得国17，高位中所得国42，低位中

所得国69,低所得国59となる。地域別分類では，

サハラ以南アフリカ諸国50，ラテンアメリカ・

カリプ諸国41ｹ旧ソ連系諸国15，ヨーロッパ諸

国（旧ソ連系と東ヨーロッパを除く）２８東ヨー

ロッパ諸国12γ中東諸国14,東アジア・太平洋

諸国33,南アジア諸国８，北アフリカ諸国５，

北アメリカ諸国２となる。

ちなみに，第２次大戦後のヨーロッパ復興の

ための国際機関として成立したOEECが発展的

に解消した機関であるＯＥＣＤ（経済協力開発機

構）というグルーピングは，中途半端なもので

ある。その成立事情もあって構成メンバーはヨー

ロッパ諸国が多く，その意味で地域別分類の側

面を有する。しかし，当初からのメンバーに

ＵＳＡが含まれていること，やがてカナダや日

本などが加わったことで，「先進国グループ」

の代名詞のようになり，その意味では所得階層

別分類の側面も有する。ただし，スペインやギ

リシャなども構成国であり，必ずしもすべての

構成国が「高所得」グループであるわけでもな

い。本稿では，そのような中途半端な分類であ

ることを考慮しつつも，ＯＥＣＤを所得階層別分

類の１つとみなし，非OECD高所得国と対比し

うるOECD高所得国の含意をもたせてある。

基礎指標として表示したのは，所得階層別分

類の根拠でもある人口１人当りのＧＤＰ（国内

総生産），人口数そのもの，１５歳～64歳までの

人口に占める15歳未満人口の割合である依存人

口比，人口増加率の1970～90年の実績値と1991

［２］大まかなパターン

地域別分類と所得階層別分類に応じて加工し

たデータを表１と表２に示した。表１には，教

員１人当り生徒数の1970年の値も追加し，また

参考として文盲率と粗就学率も追加してある。

文盲とは，曰常的に使用する言語を読むことも

書くこともできない者というのがその定義であ

るが，実際の調査のさいの解釈は一様ではない

であろうから，この定義のもとに調査する各国

ごとのばらつきはかなり大きいと思われる。そ

れゆえ，この数値を過大評価することは危険で

あり，言いうることは，地域別ではサハラ以南

アフリカと南アジアと北アフリカ諸国で高めで

あり，所得階層別では低所得国では高く高所得

国では低い，ということくらいであろう。

粗就学率のほうは，各国ごとの解釈のばらつ

きは少ないと思われる。就学率は就学年齢人口

に対する実際の就学者の割合であるが，就学年

齢人口はほとんどの諸国で初等教育が６～11歳

(旧ソ連系諸国は７～９歳），中等教育が12～

17歳であり，比較的確定的な基準である。ちな

みに，粗就学率の「粗」とは，実際の就学者に

は就学年齢人口からはずれている場合も含まれ
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表１ 教育関連指標のグループ間比較
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(データ出所）WorldData:WorldBanklndicato庵1995．
(注１）各地域ないし所得グループに含まれる諸国群の単純平均で，（）内の数字はサンプル数。
(注２）粗就学率とは，就学年齢人口に対する実際の就学者（就学年齢外の就学者を含む）の割合。
(注３）文盲率は，１５歳以上人口に占める文盲の割合。

ることを意味し，それゆえ国によっては100％

を超えることもある。

さて，表１を見ると，文盲率が高く粗就学率

が低いサハラ以南アフリカと南アジアと北アフ

リカおよび所得階層別でみた場合の低所得国に

おいて，教員１人当り生徒数が目立って高いと

いうことが言えそうである。

表１と表２とから，教員１人当たり生徒数と

他の諸指標との相関係数をみてみよう。ただし，

文盲率はきわめてラフな指数であると思われる

から，それについては相関係数を云々すること

は避けておく。また，その２つの表には比較可

能データに欠落が多い「１日ソ連系諸国」が含ま

れていないことを断っておく。

表１から教員１人当り生徒数と粗就学率との

相関係数を求めると，初等教育の場合は1970年

と1990年ともに-0.86となる。中等教育の場合

は1970年が-0.67で1990年が-0.97となる。表２

から1990年の教員１人当り生徒数と依存人口比

表２人ロ関連指標のグループ間比較

(データ出所）付表と同じ。
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教員１人当り生徒数

初等教育 中等教育
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男女計
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との相関係数を求めると，初等教育の場合が

０８２，中等教育の場合が0.81である。1990年の

教員１人当り生徒数と人口増加率との相関係数

を求めると，1970-90年の過去20年間の人口増

加率との相関係数は，初等教育が0.29で中等教

育が0.24となる。しかし，９０年代の推定人口増

加率との相関は，初等教育の場合は080で中等

教育の場合は0.75となる。

要するに，その諸国比較的パターンからいえ

ば，粗就学率が低く，依存人口比が高く，近い

将来の推定人口増加率が高い国ほど，教員１人

当り生徒数は多いという傾向がある。

たしかに，制度的な内実を含めた国際比較な

しには，ｔの低下の可能性について具体的に掘

り下げて言及することはできない。しかし，そ

れを承知のうえで，ここでは単純に数値の比較

のみから類推しよう。

高所得の先進諸国平均と比較すると，日本の

tの値が依然として高いことは表１に明らかで

ある。曰本の場合，どういう訳か中等教育に関

してのデータが欠落しているので初等教育のみ

で比較するしかないが，初等教育における教員

１人当り生徒数（t）は，1970年段階でも1990

年段階でも，OECD諸国や非OECD高所得国そ

れぞれの平均よりも高い。そのことは，より低

いtの値を実現する現実的可能性はあるという

ことを意味するであろう。もっとも，この場合，

他の多くの先進諸国が実現しているならば曰本

も実現可能であると単純に仮定しているのであ

るが。

ところで，教員数は，現職維持教員数に新規

採用教員数を加えて退職教員数を控除した大き

さに等しい。現職を維持する意志のある就業者

を解雇することはできないから，教員数は新規

採用教員数と退職教員数との相対的関係で決ま

る。前者（新採用教員数）から後者（退職教員

数）を差し引いた数を「教員純増分」としよう。

この教員純増分が正（つまりプラス）になりう

る条件は，もっぱらtが低下することのみであ

る。その他の要因である就学率や就学年齢人口

の上昇ないし拡大は期待できず，それゆえ教員

需要を拡大させる要因たりえない。では，供給

の側面はどうか。

新規採用教員数は，教員養成機関出身新教員

と非教員養成機関出身新教員とから成る。教員

養成機関出身の新教員数は，教員養成機関卒業

者数にその教員化率を掛けたものに等しく，非

教員養成機関出身の新教員数の場合も同様であ

る。新規採用教員数を増減させるには，教員養

成機関学生の定員，およびその教員化率，非教

員養成機関学生定員，およびその教員化率，と

いう４つの変数をコントロールすればよいこと

になる。それらがコントロール可能なものか，

［３］教員需給への含意

ここではじめて曰本の数値に注目しよう。曰

本は地域的分類では東アジアに属し，所得階層

別分類では高所得のＯＥＣＤグループに属する。

曰本の依存人口比は26％，1991-2000年間の推

定人口増加率は0.2％であり，きわめて低い。

粗就学率は初等教育ではほとんど100％，中等

教育では86％で，ほぼ飽和水準に到達している

といってよい。つまり，粗就学率が今後上昇す

ることを期待できない。依存人口比と推定人口

増加率も，諸国グループ平均のいずれよりも低

いから，就学年齢人口が増加することも期待で

きない。

就学生徒数をS，教員数をＴとすると，教員

１人当り生徒数（t）＝S／Tである。あるいは，

Ｔ＝S／tである。就学年齢人口をＮ，就学率を

αとすると，Ｓ－ａＮ，それゆえ，Ｔ＝（α／t）Ｎ

となる。すなわち，教員数（Ｔ）は，就学率

（α）と就学年齢人口（Ｎ）の大きさに比例し，

教員１人当り生徒数（t）の大きさに反比例す

る。就学率（α）は飽和水準に達して上昇する

可能性がなく，また就学年齢人口（Ｎ）はむし

ろ減少する可能性すらあるとすれば，教員数

(T）が増大するにはtが低下するしかない。つ

まり，常識的結論ではあるが，曰本における教

員需要の問題をめぐる最大の焦点はtの低下で

ある。そこで次の問題は，ｔが低下しうる現実

的可能性があるか否か，ということになろう。

－３８－



あるいはどこを優先的にどの程度コントロール

するか，その教育行政上の判断が教員供給のあ

り方を左右する。

おそらく，もっとも容易で直接的なやり方は

教員養成機関の学生定員を縮小することと，教

員養成機関学生の教員化率を低下させるために

同機関内に非教員養成コースを設けて学生定員

をそこに移すことであろう。後者の場合，教員

養成機関の存在そのものと自己矛盾することで

あり，短期的ないし過度的な措置にならざるを

えず，いずれ教員養成機関の学生定員そのもの

の削減へと落ちつかざるをえない措置である。

そしてそれが現実に進行している事態でもある。

非教員養成機関の場合はどうか。景気循環に

伴う新規学卒者の雇用情勢の善し悪しによって，

非教員養成機関の学生の教員化率は短期循環的

に変化する。しかし，それは教育行政がコント

ロールすることのできない循環である。教育行

政がコントロールできるのは，教員免許を取得

することを可能にしている「課程認定」を，非

教員養成機関には付与しないという措置であろ

う。あるいは，教員養成機関と連携して，教員

養成機関所属教員が「教職科目」履修を非教員

養成機関学生に開放することを中止することで

あろう。もっともその場合には，教員層が多様

な経歴と経験をもつ多様な人々から構成される

という状況を否定することに等しく，学校現場

における多様で柔軟な運営能力を犠牲にすると

いう危険性を伴うであろうが。

(ないし選択）で動かしうるいわば政策変数で

ある。ｔの低下は，当面の教員需要を拡大する

か少なくとも現状維持することを可能にする。

ただし，かりにtの低下がある程度実現したと

しても，１０年後ないし20年後に問題が先送りさ

れるだけであるかもしれない。すでに曰本の高

齢者比率（全人口にしめる高齢者の割合）は世

界最高水準であるし，今後の人口増加率もきわ

めて低いと予想されるから，中長期的には教員

供給体制の再編が不可避のものであることは間

違いない。

非教員養成機関の学生の教員化を排除するこ

とはできないし望ましくもないとすれば，かつ

教員養成機関がその独自の存在意義を維持する

とすれば，再編の要点は両機関の間での役割分

担の見直しということになろう。１つの方向は，

教員養成機関が初等教育教員の供給拠点として

特化し，非教養成機関は中等教育教員の供給拠

点として特化するという事態である。その場合，

中等教育には中学校教育と高等学校教育とが含

まれるから，教員養成機関は中学校教員の養成・

供給から撤退することになる。そのような状況

のもとで，中学校における教科担当能力以外の

対応力を体系的に養成することができるのかど

うかが問題となろう。

もう１つの方向は，小学校教員と中学校教員

の養成・供給は教員養成機関が，高等学校教員

の養成・供給は非教員養成機関が担当するとい

う特化のあり方である。この場合は，非教員養

成機関のほうが中学校教員養成・供給から撤退

することになる。非教員養成機関の卒業者の就

職の選択肢がその分減ることになるから，しわ

寄せは非教員養成機関の側にいく。数のうえで

は，教員養成機関よりも非教員養成機関のほう

が多いから，この方向が現実化することはあり

そうにない。

［４］結語

就学率の高さや推定人口増加率の低さからみ

るかぎり，曰本において教員需要が増大する環

境条件はほとんどない。可能性は教員１人当た

り生徒数（t）の低下のみであり，そしてこのｔ

は与件としての環境条件ではなく，人々の意志

－３９－
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付表（つづき）

ｌﾊﾆbGDP人口

1990(ドル1990(千人）

人口増加率

1970-901991-2000

教員1人当り生徒数

初等1990中等1990
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(注１）１人当りＧＤＰは87年基準不変価格でのドル換算値を人口数で除したもの。
(注２）人口増加率は，当該期間内の年平均複利成長率。1991-2000年期間は推計値。
(注３）依存人口比は，15-64歳人口に占める15歳未満人口の割合。
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低位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

低位中所得国東アジア・太平洋

低位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

低位中所得国ラテンアメリカ・カリフ

低位中所得国東アジア・太平洋

低位中所得国東ヨーロッパ

高位中所得国ヨーロッパ

高位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

高所得国（非OECD）中東

高位中所得国サハラ以南アフリカ

低位中所得国東ヨーロッパ

低位中所得国１日ソ連系諸国

低所得国サハラ以南アフリカ

高所得国（非OECD）ヨーロッパ

低所得国サハラ以南アフリカ

高位中所得国中東

低位中所得国サハラ以南アフリカ

高位中所得国サハラ以南アフリカ

低所得国サハラ以南アフリカ

高所得国（非OECD）東アジア・太平洋

低位中所得国東ヨーロッパ

高位中所得国東ヨーロッパ

低位中所得国東アジア・太平洋

低所得国サハラ以南アフリカ

高位中所得国サハラ以南アフリカ

ＯＥＣＤヨーロッパ

低所得国南アジア

高位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

高位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

低位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

低所得国サハラ以南アフリカ

低位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

低位中所得国サハラ以南アフリカ

OＥＣＤヨーロッパ

OＥＣＤヨーロッパ

低位中所得国中東

低所得国｜日ソ連系諸国

低所得国サハラ以南アフリカ

低位中所得国東アジア・太平洋

低所得国サハラ以南アフリカ

低位中所得国東アジア・太平洋

高位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

低位中所得国北アフリカ

低位中所得国ヨーロッパ

低位中所得国旧ソ連系諸国

低所得国サハラ以南アフリカ

低位中所得国｜日ソ連系諸国

高所得国（非OECD）中東

ＯＥＣＤヨーロッパ

ＯＥＣＤ 北アメリカ

高位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

低位中所得国｜日ソ連系諸国

低位中所得国東アジア・太平洋

高位中所得国ラテンアメリカ・カリプ

低所得国東アジア・太平洋

高所得国（非ＯＥＣＤ）ラテンアメリカ・カリプ

低位中所得国中東

低位中所得国東アジア・太平洋

低所得国中東

低位中所得国 東ヨーロッパ

低所得国サハラ以南アフリカ

低所得国サハラ以南アフリカ

低所得国サハラ以南アフリカ

高位中所得国東アジア・太平洋

高所得国（非OECD）東アジア・太平洋

OＥＣＤ東アジア・太平洋

低位中所得国東アジア・太平洋


